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１．はじめに 

 

日本では、モータリゼーションの進展によって、商

業施設の立地が、中心市街地から郊外部へとシフトして

いった。郊外部では土地入手可能性が高いことから、自

家用車でのアクセスを前提としたパワーセンターやショ

ッピングモールといった、施設の大規模化によるワンス

トップショッピングなど、新規の業態の進出が活発に行

われ、優劣を競い合っている。1998年に大規模小売店舗

法に代わって施行された「まちづくり三法」は、大規模

小売店舗を街の活性化のために活用するねらいがあった

ものの、実際には大規模小売店舗の大半は郊外に乱立し、

来店客による道路渋滞、周辺の住民との対立、オーバー

ストア（需要に対して過剰な出店）出店問題、中心市街

地の空洞化などが全国至るところで顕在化している。こ

のような問題が起きた理由としては、都市計画法におけ

る用途規制の弱さと適用範囲の狭さ、大店立地法施行に

よる事実上の出店規制緩和などが挙げられる。そのため、

独自に大規模小売店舗の出店を規制する自治体も現れて

いる。政府も2006年2月には大規模小売店舗の郊外出店

をコントロールする意図を持ったまちづくり三法の改正

案を閣議決定し、通常国会で審議が行われている。 

商業施設立地の挙動を把握し、必要な施策を検討す

るためには、その立地メカニズムのモデル化が必要であ

り、従来から様々な手法が提案されている1)2)。しかし、

それらの多くは商業立地を静的なものとして扱っており、

実際に起こっているオーバーストアや出店・退店の目ま

ぐるしい繰り返しといった動的な挙動を表現しえていな

い。これらは土地の使い捨てや景観の悪化を招き、長期

的に都市の持続性を損なう要因となる。そこで本研究で

は、動的変化を再現できる商業施設立地モデルを構築す

ることを目的とする。 

 

２．対象地域における商業立地の実態分析 

 

（１）対象地域の設定 

本研究では分析対象地域として、長野県飯田市を中

心とした下伊那地域を取り上げる。この地域は、１）商

業活動や人口移動などで大都市からの影響が小さく、独

立性が強い、２）郊外への大規模小売店舗の進出と中心

市街地の衰退が問題となっている、３）中心市街地の空

洞化に対し自治体やタウンマネジメント組織が積極的に

活動を繰り広げており、まちづくりへの関心が高いとい

った特徴を有する。 

 

（２）店舗立地の傾向  

飯田市の一次商圏（購買率30%以上）は下伊那郡全域

および隣接する上伊那郡の一部町村からなり、その面積

は2,093km2、人口は177,846人（2004年）である。商圏

は低密に広がっており、また公共交通利便性も極めて低

い地域である。 

飯田市内の売り場面積1,000㎡を越える大規模小売店

舗は、1974年に中心市街地に2店舗立地し、80年代後半

までは中心市街地が主要な商業施設の集積地区となって

いた。しかし、中心市街地から南に離れた中央自動車道

飯田インターチェンジに接続する片側2車線の国道153号

線飯田バイパスが1985年に建設を開始、2002年末に全線

開通したため、商業立地もその地区に集中するようにな

った。建設過程において、もともと農業用途が多かった

バイパス周辺部に、1991年に1店舗、1995年に2店舗、19

97，1998年に各1店舗、1999年には3店舗と短い期間で多

くの大規模小売店舗が立地してきており、2000年には沿

線の小売店が中小を含め100店舗を超えるまでになって

いる。 

飯田市の2004年現在の大規模小売店舗立地場所と、

都市計画用途区域を図－１に示す。計28店舗中商業地域

に立地するのは飯田駅前の2店舗のみであり、近隣商業

地域に立地しているのも1店舗のみである。その他の用

途地域を見ると、特に目立つのは都市計画区域外の白地



地域が13店舗と全体の半数近くで、工業地域にも2店舗

の立地が見られるなど、郊外部が立地場所として選択さ

れている。以上のように、商業立地に対して都市計画用

途規制が有効に機能していない典型的な都市である。  

 

図－１ 飯田市内の大規模小売店舗の分布 

 

３．商業施設立地シミュレーション 

 

（１）シミュレーションの構造  

対象地域における商業立地を再現するために、地域

をメッシュに分割し、各メッシュの商業立地ポテンシャ

ルを求める。これは、任意の規模（外生的に指定）の新

たな店舗が立地した場合の期待収益値と定義する。つま

り、商業立地ポテンシャルとは、各メッシュの限界的な

売り上げ予測値である。この商業立地ポテンシャルに基

づいた動的なシミュレーションを行う。フローを図－２

に示す。 

図－２ シミュレーションの全体フロー 
 

１）まず各メッシュに、家計と既存店舗のデータを

設定する。２)商業立地ポテンシャルに基づいて新規店

舗を生起させ、３)重力モデルにしたがって消費者の店

舗選択行動をシミュレートし、４)各店舗の収益を算出

する。５)その収益を基に各店舗の行動を決定する。２)

～５)の操作を、複数回繰り返すことにより大規模小売

店舗の出店や退店による商業活動の変動を再現する。 

 

（２）商業立地ポテンシャル算出モデル  

a）モデルの構造 

標準3次メッシュ(約1km×1km)を用いて、各メッシュ

に人口と商業施設のデータを設定する。国勢調査による

2000年の下伊那地域の人口と、商業統計の商業施設デー

タを用いる。 

まず、重力モデルに従い、メッシュｊに住む消費者

にとってのメッシュiの店舗sに対する魅力度 jsG を式

（1）で定義する。 
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sF ：店舗sの面積 
α，β：パラメータ 

ijC ：メッシュjからメッシュiまでの距離抵抗 
パラメータαは距離による逓減を，βは店舗の規模の効
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式（2）と発生させた乱数を比較することによって、

対象地域のすべての消費者を１つの店舗に確率的に対応

づけ、各店舗の来客数を決定する。店舗の来客数に1人

あたりの年間小売消費額を乗じることにより各店舗の収

益を算出する。 

ｂ）パラメータ推定  

パラメータ（α,β）の推定方法は、各パラメータを

変化させてシミュレーションを行い、最も現実の売上額

の再現性のよいものを採用する。本稿では、統計データ

のみを利用したため、このような方法を採用している。 

推定結果を表－１に示す。距離逓減（α）について

は大規模小売店舗の方が大きい。これは大規模小売店舗

の周辺への波及力の距離減衰が商店街に比べて緩やかで

あることを示している。また規模の効果（β）について

は商店街の方が大きくなっている。飯田市の2002年の大

規模小売店舗と商店街の実際の売り上げと、シミュレー

ション結果をプロットしたものを図－３に示す。 

表－１ パラメータ推定結果 

店舗形態 種別  パラメータ値  

α   0.5  大規模 

小売店舗 β   0.9  

α   1.5  
商店街  

β   1.2  



図－３ シミュレーション結果と実際の値との比較 

 
（３）制約を考慮した立地候補地の選定  
大規模小売店舗が立地するためには広大な用地を必

要とし、かつ周辺環境の維持が求められるため、立地で

きる場所は限定される。その制約を考慮すると、立地場

所に求められる条件には以下の4つが考えられる。 

１）一定以上の面積が確保可能  

２）幹線道路に近接しており、店舗へのアクセスが容易 

３）商業施設立地を制限する土地規制が無い  

４）駐車場等の周辺環境の維持に必要な設備が確保可能 

以上の条件を考慮して選定した、対象地域における

立地候補地区を図－４に示す。 

 

 
図－４ 対象地域における立地候補地区 

 

（４）シミュレーションの動学化  

（１）で定式化した商業立地ポテンシャルをもとに、

モデルに動学的な要素を加える。 

大規模小売店舗は商業立地ポテンシャルの高いメッ

シュへ立地するとともに、実際の売り上げがある値を下

回れば退店すると仮定する。これによってオーバースト

アによる突然の退店を表現することができる。ここでは、

ポテンシャルの最も高いメッシュの1㎡当たり売り上げ

見込みで60万円/㎡以上の場合そのメッシュに大規模小

売店舗が新規立地し、60万円/㎡以下で消滅するものと

する。この値は、商業統計より飯田市内の1㎡当たり売

り上げの平均が81万円であり、8割の地区で60万円以上

であることから設定した。 

一方、商店街は突然の消滅・発生は考えにくいこと

から、売上高によってその面積が調整されると仮定する。

ここでは2002年度の飯田市商業統計の1㎡あたりの売上

の実績値を用い、これを維持するように面積を調整する。

tサイクルにおける各商店街の面積の変化量 taA∆ を式

（3）によって決定する。 

    
ma

tatata S
SFA −=∆      (3) 

maF ：tサイクルにおける商店街aの面積  

taS ：tサイクルにおける商店街aの売り上げ  
maS ：初期の商店街aの1㎡あたり売り上げ  

ここでサイクルとは、新たな1店舗の商業立地が起こ

り、各店舗の収益が調整されるまでの期間であり、2章

での現状分析の結果から考えて、半年から一年程度の時

間が想定される。 

 

 
(a) 1Cycle 

 
(b) 5Cycle 

 
(c) 10Cycle 

図－５ 各メッシュの売り場面積の予測結果 



図－６ 総売り場面積の時系列変化（大規模小売店舗）

図－７ 総売り場面積の時系列変化（商店街） 

 

（５）動学シミュレーションの結果とその考察 

2004年度時点の飯田市の商業施設の立地状況を初期

値としてシミュレーションを実施する。各シミュレーシ

ョンでは指定した床面積の店舗のみが生起するものとす

る。生起する大規模小売店舗の床面積は外生的に与える

ことにしているため、ここでは、1,000㎡、5,000㎡、

10,000㎡それぞれの店舗が生起する（しか生起しない）

場合を考える。最も店舗立地の時間変化が大きくなった、

5,000㎡の店舗を生起させた際のシミュレーション結果

例を図－５に示す。 

初期段階では鼎，伊賀良地区（A）に店舗が立地して

いる。しかし、5Cycle目になるとA地区から上郷・飯沼，

黒田地区（B）など、他の立地候補地へと変化し、一方

で駅前地区（C）からは店舗が撤退している。これは、

別の場所に新規に生起した店舗により既存の店舗の売り

上げが減少したため、その都市の商業床需要を超えたオ

ーバーストアの状況が発生し、それによって既存の古い

店舗は売上が下がり消滅していく姿を現しており、現実

に起きている商業施設の出店・退店現象を再現している。

さらに、最終の10Cycle目では、C地区からは店舗が撤退

したままで、A地区に再度店舗が生起している。これま

での立地地区が飽和状態になった場合、既存の店舗が消

滅し、代わりに土地が余っている地区や新しい地区を狙

って店舗が生起するという現象を再現している。 

次に、シミュレーションによる総売り場面積の変化

の推計結果を図－６、図－７に示す。10,000㎡の店舗で

は5,000㎡の店舗と比較して変動が少ないが、高い値

（供給過多の状態）で安定しており、その間、商店街の

床面積の減少が激しい。逆に1,000㎡の店舗は、常に調

整を続けながら立地が漸増している。なお、商店街に関

しては、いずれのケースでも徐々に縮小しているが、中

心市街地の空洞化には本稿で考慮していない、モータリ

ゼーション進展によるライフスタイルの変化(パラメー

タα、βの変化として表現される)や居住地郊外化など

の要因が重なっていると思われることから、さらに深刻

であると考えられる。 

 

４．おわりに 

 

本研究では、オーバーストアや、店舗が一斉に撤退

する状況など、現在の商業立地をシミュレートでき、実

際の出店・退店の挙動を再現するモデルのプロトタイプ

が作成できた。モデルによって規制が無い場合、今後も

大規模小売店舗が郊外部に進出し中心市街地の商業機能

が衰退していく可能性があることが明らかとなった。今

般のまちづくり三法の改正案では、売り場面積10,000㎡

以上の店舗が規制対象になるため、5,000㎡程度の店舗

が大量に郊外に立地する可能性も考えられるが、シミュ

レーション結果からも、これらの店舗が郊外部で立地と

撤退を繰り返すことが示されており、土地使い捨ての観

点からは要注意と言える。 

今後は、店舗魅力度への駐車場の寄与や、業態によ

る店舗発生の考え方の違い、業態トレンドによる各種店

舗生起パターンの変化などを取り入れ、モデルを拡張し

ていく予定である。 
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